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　現状、グローバルな信用情報機関1）のビジネスの中心

は北米市場である。移民が多い米国では、クレジット

カード作成や融資申請だけでなく、ローン金利や保険料

率、住宅の賃貸、就職などで、支払履歴やそれに基づい

て計算されるクレジットスコアが参照されており、クレ

ジットスコアは生活していく上で大きな意味を持つ2）。

クレジットスコアを提供している企業は多数存在する

が、最大手は、1980年に設立されたアイルランドのダ

ブリンに本社を置くエクスペリアン（Experian）であ

る。当社の収益は2015年度約48億ドルと、2位のエク

イファックス（Equifax）のほぼ倍であり、営業キャッ

シュフローマージン32％、EBITDAマージン34％、

ROE26％超の高収益企業である。

　地域別では、図表1のとおり、英国・アイルラン

ド21％、ブラジルを中心とした南米市場18％、

EMEA・アジア大西洋10％と収益全体の半分を北

米以外で稼いでおり、グローバル化を加速させてい

る。競合企業のエクイファックス、トランスユニオン

（TransUnion）もグローバル化を進めているが、収益

の8割近くを北米市場に依存している状況である。

　またビジネスライン別では、南米市場等の市場拡大の

影響で信用・消費者サービスが70％を占めるが、残りの

30％は米英を中心にマーケティング・意思決定分析サー

ビスで収益を上げている。顧客別でも、保険を含めた金

融34％、対消費者が20％を占めるが、残りの46％は金

融以外のリテール・自動車・ヘルスケア・通信・ユーティ

リティ・メディア＆テクノロジー等と幅広い。

　エクスペリアンは、個人の信用データに加え、行動

データ3）（購買データ、位置データ、SNSデータ等）や

顧客データ（売上データ、マーケティングデータ、リス

クデータ等）、外部データ（業界データ、各種経済指標

等）といった多様なデータを分析し、マーケティング・

意思決定分析・債権回収・不正検知・顧客ポートフォリ

オ管理などのソリューション開発を強化してきた。例え

ば、初期与信から債権回収に至るスコアリングモデルと

ポリシールールの統合管理や、企業の保有する顧客デー

タベース等を分析し、どの顧客にどのようなオファーを

すると最大の収益が獲得できるのかといったシミュレー

ション、更には、なりすましによる不正口座開設・不正

ログイン・不正オンライン取引の検知等、多様なサービ

スを提供している。図表2のとおり、これらのソリュー

ション開発やターゲット国の信用情報機関業務を開拓・

高収益を維持する
エクスペリアンの実態

エクスペリアンの事業戦略

世界最大手のグローバル信用情報機関エクスペリアンの収益は、2015年度48億ドルを超えており、市
場を席巻している。M＆A等によるエリア戦略、プロダクト・サービス戦略強化が、そのドライビング
フォースになっている。

世界最大手のグローバル信用情報機関
エクスペリアンの変貌
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図表1　2015年度　エクスペリアンの収益分布

（出所）エクスペリアン2015年アニュアルレポートより野村総合研究所作成
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1）	個人信用情報の収集及び提供を行う機関。米国では信
用情報として、個人の職業、住宅情報、世帯構成、資産・
収入、ローン等の支払い状況などが該当する。

2）	FACT（Fair and Accurate Credit Transactions）
法により個人は自身のクレジットレポートを閲覧する
ことが可能である。

3）	米国のプライバシー規制の方針は、基本的には自主規制
であるが、FTC（Federal Trade Commission 公正取
引委員会）がFTC法5条の「不公正または欺瞞行為の禁
止」条項により取り締まる。プライバシー保護の包括的
な法律がない米国企業では、利用目的や取得情報などの

収集に予め承諾した個人のみを対象にデータを扱う（オ
プトイン方式）。

4）	個人に関する指定信用情報機関は、全国銀行信用情報セ
ンター（銀行系）、㈱CIC（クレジットカード系・信販系）、
㈱日本信用情報機構（消費者金融系）の3社である。

強化するために、積極的に買収・提携等を進める組織体

制を整備し、実施してきた。

　これらのソリューション開発の体制として、ビッグ

データ分析を行うデータラボを米国・英国・シンガポー

ル等の拠点に設け、多数のデータサイエンティストを

雇用してきている。対顧客については、セールスパーソ

ン、コンサルタント、アナリスト等が連携し、顧客の

ニーズに対応できる体制をとっているほか、法規制対応

の専門組織も整備されている。

　上記のように、エクスペリアンは、単に信用情報を収

集・提供する信用情報機関ではなく、各地域の特性に合

わせ、多様なデータを収集・分析し、マーケティング・

意思決定分析まで幅広いサービスをグローバルに提供で

きる、個人・企業のインサイトに

注力した総合データソリューショ

ン企業に変貌している。

　日本では、個人向け貸付けの総

量規制実施に伴い、指定信用情報

制度4）が導入されており、貸金業

者が借り手の総借入残高を把握で

きる仕組みが整備されている。信

用情報機関は厳格に情報を管理

し、過剰貸付を防止することが役

割であり、エクスペリアンのよう

な多様なサービスが提供される状

況にはなっていない。実際、匿名

加工情報のルールや、どんな行為

がプライバシー侵害にあたるのかといった規制は未整備

であり、社会・文化的な違いも大きく、そのまま上述の

ようなサービスが受け入れられるとは考えにくい。し

かしながら、2015年9月に改正個人情報保護法が成立

し、パーソナルデータの利活用を後押しする動きもあ

り、環境は徐々にではあるが変わりつつある。今後日本

に合ったサービスの創出も考えられるのではないだろ

うか。

日本の信用情報機関
の状況

図表2　エクスペリアンの収益推移と主要M＆A

（出所）エクスペリアンのアニュアルレポート、Bloombergデータ等より野村総合研究所作成
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■ 2006年：Northern Credit Bureaus（カナダ信用機関）買収

■ 2007年：
　 ・Serasa（ブラジルの信用機関）所有株の65％獲得
　 ・Tallyman社（債権回収ソリューション）買収

■ 2010年：
　 ・RentBureau社（米国レンタルペイメントコレクター）買収

■ 2012年：
　 ・Computec S.A.社（ＩＴアウトソーシング）買収
　 ・エイケアシステムズ社、アルトビジョン社と
　  統合し、エクスペリアンジャパン設立

■ 2013年：
　 ・41st Parameter社
　  （詐欺防止）買収
　 ・Passport Health 
　  Communications社（ヘルスケ
　  ア分野のソフトウェア開発）買収

■ 2011年：
　 ・Techlightenment社（デジタルマーケティング）買収
　 ・Medical Present Value社
　  （ヘルスケアペイメントソフトウェア）買収
　 ・Virid Interatividade Digital Ltda社
　  （ブラジルの電子メールマーケティング）買収 
　 ・Garlik Ltd社（英国のwebモニタリング、詐欺防止）買収
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